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 総 則 

 

１．適用範囲 

本仕様書は 2026 年度 虫送第 3 水源取水ポンプ更新工事に関するもので各種検査、試

運転調整及び各種手続き等を含めた一切に適用するものとする。本仕様書に定めのない

一般事項は、以下に定める仕様書等によるものとする。 

以下の仕様書、設計図、設計書、現場説明事項ならびに監督職員(以降、監督員と 

記す)の指示に従い、誠実に、完全な施工を定められた期間内に施工するものとする。 

本仕様書に定めない事項については、以下最新のものを準用する。 

長野県土木工事標準仕様書 

水道工事標準仕様書 土木工事編(日本水道協会) 

水道工事標準仕様書 設備工事編(日本水道協会) 

水道施設設計指針（日本水道協会） 

公共建築工事標準仕様書 建築工事編（国土交通省営繕部） 

公共建築工事標準仕様書 機械設備工事編（国土交通省営繕部） 

公共建築工事標準仕様書 電気設備工事編（国土交通省営繕部） 

JIS(日本産業規格) 

JEC(電気規格調査会標準規格) 

JEM(日本電機工業会標準規格) 

JCS(日本電線工業会標準規格) 

電気設備技術基準(経済産業省令) 

水道法 

消防法 

労働安全衛生法 

建築基準法 

電気事業法 

その他関係諸法規 

 

２．実施設計単価等 

適用基準 

○下水道用積算標準歩掛表 令和 8 年度 -第２巻 ポンプ場・処理場- 

工種区分：ポンプ場施設 

○労務単価：令和８年 10 月適用 

○週休２日制：受注者希望型  

○適用単価地区：⑭北信（１） 

○前払金支出割合区分：40% 
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３．疑義等 

受注者は、設計図、仕様書及び設計書に関して疑義が生じた場合、監督員の指示に 

従うこと。 

また、設計図書類のいずれに記載なき事項でも、法規上及び機能上必要な事項で軽 

微なものについては原則として受注者の負担で施工する。 

 

４．監督員 

発注者は工事契約の際に監督員を定め、受注者に通知する。監督員の指示又は承諾 

は原則として書面により行う。 

 

５．現場代理人 

現場代理人は工事現場に常駐し、現場運営管理の一切の事項を処理するもので、か 

つて類似の工事の実務経験を有するものとする。現場代理人は原則、工事途中での交 

代は認めない。ただし発注者が認めた場合は、この限りではない。 

 

６．主任技術者(又は監理技術者) 

主任技術者(又は監理技術者)は、工事の遂行に必要、かつ十分な技術的専門知識を 

有し、かつて類似工事の主任技術者としての実務経験を有するものとする。 

主任技術者(又は監理技術者)は原則、工事途中での交代は認めない。ただし発注者 

が認めた場合は、この限りではない。 

 

７．設計図書の照査・疑義 

受注者は、工事の施工にあたり、事前に設計図書と現地状況を確認し、設計図書や 

現地状況に関して疑義が生じた場合は、その旨を監督員に通知し、確認を請求するこ 

と。受注者がこれらの確認を請求した場合、又は監督員が確認事項を発見した場合は、 

受注者立ち会いのもとで監督員が調査を行うものとする。監督員は、受注者の意見を 

聞き、調査の結果をとりまとめ、その結果を受注者に通知する。 

 

８．施工計画書 

受注者は、工事の着手に先立ち、総合仮設を含めた工事の全般的な進め方や、主要 

工事の施工方法、品質目標と管理方針、重要管理事項等の大要を定めた総合施工計画 

書を作成し、監督員に提出、承諾を受けること。施工計画書の記載項目は以下を参考 

とする。 

また、総合施工計画書とは別に必要に応じて工種別の施工計画・要領書を作成し、 

提出すること。 

(1)工事概要 

(2)計画工程表 
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(3)現場組織表 

(4)施工機械 

(5)主要資材 

(6)施工方法（主要機械、仮設備計画、コンクリート打設計画、残土処理計画等） 

(7)施工管理・品質管理計画 

(8)安全管理 

(9)緊急時の体制及び対応 

(10)交通管理 

(11)環境対策 

(12)現場作業環境の整備 

(13)再生資源の利用促進と建設副産物適正処理方法 

(14)過積載防止対策 

(15)関係者との協議予定 

(16)その他（建設リサイクル法の告知書、資源リサイクル法の再生資源利用（促進） 

計画書、等） 

 

９．施工体制台帳・施工体系図 

(1)受注者は下請金額に関わらず全ての工事について、建設業法に定める「施工体 

 制台帳」とそれに係る書類及び「施工体系図」を作成し、工事期間中、工事現 

 場に備え付けるとともに、写しを監督職員に提出すること。 

(2)「施工体系図」は工事関係者及び公衆の見やすい場所に掲示を行うこと。 

 

10．建設業退職金共済制度・社会保険等 

(1)建設業退職金共済制度への加入と普及促進に努めること。 

(2)原則として下請契約者は社会保険等に加入していること。 

 

11．各種手続 

受注者は、本工事の施工に当り関係諸官庁や電力会社等に対する届出、手続、検査 

等に関する一切の処理をしなければならない。これらの諸手続に必要な経費はすべて 

受注者の負担とする。 

 

12．承諾申請図書 

受注者は、工事に着手する前に設計図書、協議、現地調査結果等に基づき、機器製 

作仕様書、機器図、施工図、使用材料図面、カタログ、計算書類等の承諾申請図書を 

作成し、監督員に提出する。承諾申請図書の承認返却後でなければ製作、施工に着手 

してはならない。 

承諾申請図書は、使用する材料が設計図書に定める品質、性能を有することの証明 
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となる資料を提出すること。工事に使用する材料は設計図書に明示した場合を除き、 

標準仕様書に適合したもの、又は中等の品質(均衡を得た品質)を有するものを選定す 

る。中等の品質の製品選定にあたっては、性能、金額を考慮した上で設計意図と合致 

する資材を選定し、監督員の承諾を得ること。 

 

13．協議及び議事録の提出 

受注者は契約締結後、主任技術者、現場代理人、担当技術者を派遣し、監督員と仕 

様書、図面に基づき詳細な協議を行わなければならない。協議は工事の進行に伴い継 

続的に行い、協議終了後は、都度議事録を提出し監督員の承諾を得ること。 

 

14．費用の負担 

(1)材料及び工事の検査並びに工事施工に伴う測量調査、試験、試掘、諸手続きに 

 必要な費用は受注者の負担とする。 

(2)原則として設計価格の改正は行わない。ただし、大幅な物価変更があったとき 

 は、協議による。 

 

15．特許権等 

本工事で使用する設備のうち特許権、実用新案権、意匠権等の登録もしくは出願公 

告中のものを採用する場合、権利の実施権設定等の手続きはすべて受注者の責任にお 

いて処理すること。 

 

16．現場管理 

(1)受注者は、本特記仕様書等を現場責任者に十分理解させ、監督員の指示に従っ 

 て完全に施工しなければならない。 

(2)受注者は、使用資器材の品質、及び規格を証明する図書を監督員に提出して検 

 査検収及び立会い検査等を受けなければならない。また、使用材料は、すべて 

 製品の内容、品質、構造、カタログ等の資料を揃えて監督員の承認を受けるも 

 のとする。 

(3)受注者は、常に工事の進捗状況について注意し、施工計画書の工事工程と実績 

 を検討して、工事の円滑な進行を計らなければならない。 

(4)受注者は、工事着工に先立ち、現場付近居住者に対し監督員と十分協議の上、 

 工事施工についての説明を行い十分な協力を得られるように努めなければなら 

 ない。また、苦情等があった場合は速やかに対応し、監督員に報告する体制を 

 整えること。 

(5)受注者は、現場事務所、宿舎、材料置場、機械据付場所等の位置及び形状等を 

 明らかにする書類を監督員に提出して承認を受け、工事に支障のないよう確保 

 しなければならない。 
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(6)受注者は、本工事に伴う騒音振動の発生を出来る限り防止すると共に、技術的 

 に対策を講じなければならない。 

(7)受注者は、各管理者により、防火、衛生上の取締りを厳重にし、周知対策を十 

 分に考慮しなければならない。また、材料置場及び工事現場等は常に整理整頓 

 し、労働安全を第一にすると共に盗難防止も受注者の債務として対処しなけれ 

 ばならない。 

(8)受注者は、第三者等に損傷を与えた場合、いかなる場合も受注者の債務として 

 対処し、これに要する費用をすべて負担するものとする。 

(9)現場工事において、施設を運転しながら施工を行う場合は、毎日の工事の始め 

 と終了の際は監督員に説明し、承認を得たのち施工すること。もし、監督員が 

 施設運用に支障があると判断した場合は、必要な仮設工事、もしくは夜間作業 

 等、監督員の指示する時間、工法によって施工しなければならない。 

(10)施工区域以外の施設内に立入りや、既存施設備に触れてはならない。 

 

17．安全、衛生管理 

受注者は施工計画書において労働安全衛生法及び関連法規に基づき、安全、衛生対 

策等を明確にし、受注者の責任と負担で実施すること。場外施設の場合、近隣の住民 

や通行人の安全についても責任を持ち、特に風邪を引くなど体調の悪い作業員は工事 

に従事させてはならない。 

 

18．水質汚濁の防止 

本工事の施工にあたり、本工事は水道用水を供給する施設で行うことの認識を持ち、 

衛生的見地から十分注意を払うとともに、水質を汚染、汚濁する行為をしてはならな 

い。 

 

19．環境配慮 

建設工事に伴う騒音振動対策技術指針、関連法令及び仕様書の規程を遵守の上、騒 

音、振動、大気汚染、水質汚濁等に配慮し、工事の実施を心がけること。 

 

20．工事用の電力及び水 

工事用の電力及び水については、受注者が準備するものとし、必要な移動用発電装 

置や仮設物は受注者の負担で設置しなければならない。 

 

21．発生材料 

工事現場で発生する有価物で監督員の指示するものは、受注者の負担において清掃、 

整備のうえ包装し、名称記入のうえ指示する場所へ納入しなければならない。また残 

土、コンクリートガラ等の発生材は受注者の責任において処分し、適切な処理を行っ 
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たことを証明する書類を提出すること。 

 

22．資材の管理 

本工事竣工までの機器及び材料等の保管管理責任は受注者によるものとする。 

 

23．既設物の破損等 

工事中に既存の構造物、道路、機器、その他を損傷した場合、受注者の負担で速や 

かに復旧もしくは新品と取替えなければならない。 

 

24．工事日報 

受注者は工事予定、作業内容、監督員との協議及び指示事項等を記した工事日報及 

び月報を作成すること。工事進捗月報は毎月監督員に提出すること。 

 

25．工事および完成写真の撮影 

受注者は着工前、工事過程及び完成時の状況を示す写真を撮影し、簡単なコメント 

を記載して工種ごと工程順に整理した写真帳を提出すること。工事写真の撮影には、 

デジタルカメラを使用すること。 

(1)着工前の現状写真 

(2)主要機器の工場での機器製作、組立、塗装工程、工場検査の状況写真 

(3)現場搬入、据付および検査の状況写真 

(4)工事状況、出来形写真（特に施工後容易に確認出来ない埋設及び隠蔽箇所等） 

(5)完成写真 

(6)その他必要な箇所および監督員の指示する写真 

 

26．受注者の検査 

(1)受注者は中間検査、完成検査等、各種検査を受検可能になった時点で直ちに監 

 督員に通知し、検査員又は監督員の検査を受けなければならない。 

(2)監督員は、検査の必要が生じた場合または検査の依頼を受けた場合、検査を行 

 う日時を受注者に通知する。 

(3)受注者は、検査員または監督員の行う検査に立会い、また協力しなければなら 

 ない。この検査に受注者が立会わない場合は、受注者はこの検査の結果に異議 

 を申し立てる事ができない。 

(4)検査の偽に変質、変形、消耗または損傷したことによる損失は、全て受注者の 

 負担とする。 

(5)各検査に合格しない場合は、監督員の指示に従い、直ちに手直し、改造又は再 

 施工し再検査を受けなければならない。 
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27．工事完成届・工事指定部分完成届 

本工事の全てまたは一部が竣工し、試運転調整や後片付け、清掃などの一切の整備 

が終了した時点で、直ちに工事完成届を工期内に監督員に提出すること。完成届の提 

出にあたっては、対象となるすべての工事が完了していること、すべての工事関係書 

類(下記)の提出が完了していること、最終契約変更を発注者と締結していること、社 

内完成検査報告書を提出していることを前提とする。 

なお、部分竣工の場合の必要書類や支払い条件は、発注者、受注者の協議により決 

定する。 

※完成届提出時に必要な工事関係書類 

① 施工計画書 

② 工事記録写真 

③ 完成図書（完成図面、検査成績書、取扱説明書等） 

④ 工事日報及び打合わせ議事録 

⑤ 現場管理記録書類 

⑥ 各種届出書類控 

⑦ その他必要なもの 

 

28．完成検査 

(1)工事書類一式の提出後、担当課検査員による完成検査を行う。検査には現場代 

 理人、主任技術者又は監理技術者が立会い、必要な機材、人員を整え、円滑に 

 検査の実施ができるよう配慮しなければならない。 

(2)現場代理人、主任技術者又は監理技術者の双方が欠席した場合は、原則として 

 検査を中止する。 

(3)検査のために変質、変形、消耗または損傷したことによる損失の補填は、受注 

 者の負担とする。 

(4)各検査に合格しない場合は、監督員の指示に従い、直ちに改造又は再施工し、 

 再検査を受け、合格しなければならない。 

 

29．運転指導 

本施設の運転開始に先立ち、必要に応じて運転指導員を現地に派遣し、本設備の取 

扱いについて実地指導を行なうものとする。 

 

30．完成図書の提出 

施設引渡しの際、完成図書として下記の書類を提出する。製本型式等の詳細は協議 

による。 

(1)各工区の完成図面及びデータ等 

(2)付属品、予備品リスト 
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(3)試験、検査成績書および各種保証書 

(4)各種官庁等手続き書類 

(5)機器取扱説明書 

(6)運転操作説明書 

(7)工事および完成写真 

(8)各種製造業者アフターサービス連絡一覧表 

(9)その他監督員の指示によるもの 

 

31．保証期間 

本設備工事の保証期間は完全に引き渡しが終了してから 1 年間とする。この期間に 

発生する施設の不具合や要望事項に対しては、請負人は監督員と協議の上、原因調査 

や対処方法の検討を行うこと。その結果、請負人の過失による不具合が認められた場 

合は、監督員の指示する期間内に無償で改造、補修または新品と取替え、試験、検査 

に合格しなければならない。 

 

32．その他 

(1)工事実績登録 

 受注者は、受注時又は変更時において請負金額が 500 万円以上の工事について、 

 工事実績情報システム（コリンズ）に基づき、受注、変更、完成時に工事実績情 

 報を作成し、監督員の確認を受けたうえ、受注時は契約後、土曜日、日曜日、祝 

 日等を除き 10 日以内に、登録内容の変更時は変更があった日から土曜日、日曜日 

 祝日等を除き 10 日以内に、完成時は工事完成後、土曜日、日曜日、祝日等を除き 

 10 日以内に、訂正時は適宜登録機関に登録をしなければならない。 

(2)再生資源利用計画書、再生資源利用促進計画書 

 受注者は、再生資源利用計画書及び再生資源利用促進計画書を国土交通省 HP に 

 おいて公開される様式（EXCEL 型 式）、または建設副産物情報交換システム 

 （COBRIS）で作成し、施工計画書に含めて提出する。 

 

 

機器仕様書 

 

 水中ポンプ（既設ポンプ：㈱日立産機システム製 PMU100×6-637） 

  ・ポンプ仕様 

形 式：深井戸水中ポンプ 

口 径：100ｍｍ 

吐 出 量：1.3m3/min 

全 揚 程：120m 
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台 数：1 台 

ケ ーシング：FC200 同等品以上 

羽 根 車：CAC406 同等品以上 

主 軸：SUS420J2 同等品以上 

ス リ ー ブ：SUS316/WC 同等品以上 

軸    受：SiC（軸受強化品）同等品以上 

砂 対 策：下部軸受付 同等品以上 

塗 装：内外面水道用エポキシ樹脂塗装 

  ・電動機仕様 

形 式：耐水絶縁式水中電動機 

出 力：37kw 

電 圧：3φ 200V 

周 波 数：60Hz 

回 転 数：3600min－１（同期回転数） 

極 数：2P 

   台 数：1 台 

    水中ケーブル：120m 

  ・付属品 

    地上部（φ100、SS 製標準塗装） 

    空気弁 

    連成計 

 


